
 
 

自治体病院に関する要望 
 

 

 全国自治体病院経営都市議会協議会は、自治体病院に関す

る要望について別記のとおり議決いたしましたので、

政府並びに国会におかれましては、特段のご配慮を賜ります

よう強く要望いたします。 
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自治体病院に関する要望 
 

自治体病院は、地域医療の確保と住民福祉向上のため、 

公的医療機関でなければ対応することが困難な多くの不採

算医療を担うなど社会的使命を果たしている。また、新型コ

ロナウイルス感染症の対応に、引き続き多くの自治体病院

が当たるなど、地域医療において重要な役割を担っている。 

自治体病院を経営する都市は、住民が居住する地域にか

かわらず等しく適切な医療を受けられる環境の整備に全力

を傾注しているところであるが、自治体病院を取り巻く多

くの問題を地方自治体が単独で改善していくことは、極め

て困難な状況となっている。 

本格的な人口減少・超高齢社会においても、自治体病院が

地域に必要とされる良質な医療を継続的に提供し、地域社

会維持の重要インフラとしての役割を果たすためには、自

治体病院の経営基盤の安定化を推進するとともに、医師不

足等の早期解消を図ることが不可欠である。 

よって、国においては、別記事項を実現されるよう強く要

望する。 
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１ 財政措置等について 

（１）地域医療の中核を担う自治体病院の経営基盤安定の

ため、特に小児医療、救急医療、精神科医療、へき地医

療、高度医療、周産期医療等の政策医療や不採算医療

について十分配慮し、病院事業に係る地方交付税措置

を更に拡充すること。また、地方交付税措置を見直す

場合は、自治体病院の運営に支障を来すことのないよ

うにすること。 

（２）医療機関等の消費税負担の診療報酬による補填につ

いては、設置主体や病院・診療所など医療機関間の不

公平感をなくすための方策を抜本的に検討し対応する

こと。 

（３）国際情勢の不安定化の影響などにより物価高騰や資

材不足を招いていることから、自治体病院建築単価の

高騰に係る対応として、病院事業債に措置される地方

交付税の対象となる建築単価の上限を実勢に合致した

ものへと見直しを図ること。また、その他建設資材等

の価格高騰、納期遅延等に関して支援を行うこと。 

（４）山間へき地や離島における医療を確保するため、へ
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き地診療所・へき地医療拠点病院の整備促進や遠隔診

療の導入など、地域の実情に応じたへき地保健医療対

策に必要な財政措置を拡充すること。 

（５）ランサムウェア等のサイバー攻撃による医療機能停

止を防止するため、サイバーセキュリティ対策にかか

る費用面での支援を行うこと。また、被害を受けた場

合でも速やかに復旧できるよう、財政支援等を講じる

こと。 

 

２ 医師確保対策等について 

（１）医師の地域偏在や診療科偏在等を解消するため、医

師不足地域での一定期間の勤務義務付け、診療科ごと

の必要専門医数の養成と地域への配置など、地域の医

療ニーズに対応した支援体制を早急に確立すること。 

（２）医師不足や地域間・診療科間の医師偏在の実態を踏

まえ、地域に必要な医師の絶対数を確保するため、医

学部入学定員における地域枠を増員するなど、更なる

施策及び財政措置を講じること。 

（３）診療科偏在の是正策が確立するまでの間、現行の医
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学部の臨時定員増を継続すること。 

（４）女性医師及び女性看護職員が仕事と出産・育児を両

立できるよう、院内保育・病児保育の体制整備や復職

支援の充実など、安心して働き続けられる職場環境の

整備促進を支援すること。 

（５）自治体病院は医師不足地域に多く存在することから、

先端技術を活用した遠隔診療環境の一層の整備促進を

図るとともに、ＡＩを用いた病理診断や、画像診断な

どの導入・活用へ向けた財政支援措置を拡充すること。 

（６）地域において良質かつ適切な医療を効率的に提供す

るため、ＩＣＴの活用による地域医療連携や医療・介

護連携の充実に向けた取り組みを支援すること。 

 

３ 医師等の働き方改革について 

医師、看護師など医療従事者の負担軽減及び働き方改革

を推進するため、医師事務作業補助者や看護補助者等の人

材確保のほか、業務効率化に向けたＩＣＴ導入等に必要な

経費に対する財政支援措置を拡充すること。 
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４ 新専門医制度について 

新専門医制度について、医師の地域偏在、診療科偏在

を助長するなど地域医療に影響を及ぼすことのないよ

うに地域の実情を把握・検証し、若手医師、女性医師及

び指導医が地方にバランスよく配置されるよう、日本専

門医機構等に対し実効性のある対応を求めるなど、必要

な対策を講じること。 

 

５ 救急医療について 

（１）救急医療機関へのアクセス効果向上のため、地域に

必要な救急搬送体制の整備を積極的に進めること。 

（２）救急医療体制の改善のため、救急車の適正利用や救

急医療機関の適切な受診を広く国民に啓発するととも

に、各地域で行っている救急医療電話相談等の普及・

周知を図ること。 

 

６ 地域医療構想について 

（１）地域医療構想については、公立・公的医療機関等の見

直しに関して拙速な期限設定を行うことなく、個別事
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情に即した各地域の調整会議の結論を尊重すること。

また、取組を進めるに当たって生じている課題等を解

決するため更なる支援を講じること。 

（２）機能転換により自治体病院の経営に影響を及ぼすこ

とのないよう、財政支援措置を講じること。 

（３）地域の医療提供体制の構築に向け、それぞれの地域

の実情に応じた医療従事者の確保・養成などの取組を

行うことができるよう、地域医療介護総合確保基金に

ついて、将来にわたり十分な財源を確保するとともに、

適切な配分を行うこと。 

 

７ 自然災害時等の医療確保について 

大規模な自然災害が頻発する我が国の医療提供体制を

確保するため、医療機関の地震災害対策、風水害対策、雪

害対策等への支援を充実強化すること。 

 

８ 新型コロナウイルス感染症への対応について 

（１）新型コロナウイルス感染症に対しては、今後も医療

機関の感染防護体制や病床確保など必要な感染対策に
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支障が生じないよう、十分な財政支援を講じること。

また、感染状況に応じ必要な支援を柔軟に継続するこ

と。 

（２）新型コロナウイルス感染症の診療報酬上の取扱いに

ついては、５類移行後も通常医療と異なる外来、病棟

対応や看護配置などが必要とされていることから、医

療現場の実態を十分配慮し適切に評価すること。 
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（令和5年10月5日現在）

部会 都道府県 団体数 会長 副会長 監事 相談役 理　事 会　　　　　　員

北海道
(18)

北海道 18 名寄 江別
室蘭、釧路、
留萌、深川

小樽、岩見沢、苫小牧、稚内、美唄、芦別、赤平、士別、
根室、滝川、砂川、歌志内

青森 5 十和田 青森、八戸、三沢、一部事務組合下北医療センター

岩手 3 八幡平 盛岡、奥州

宮城 6 石巻、大崎 塩竈、気仙沼、登米、栗原

秋田 7 男鹿 秋田、仙北 横手、大舘、大仙、北秋田

山形 6 天童 山形、米沢 鶴岡、寒河江、北村山公立病院組合

福島 4 いわき 南相馬、相馬方部衛生組合、公立岩瀬病院企業団

新潟 3 阿賀野 上越、見附

富山 6 砺波、南砺 富山、高岡、射水、黒部

石川 6 金沢 珠洲、能美 小松、加賀、羽咋郡市広域圏事務組合

福井 2 坂井 敦賀

長野 11 松本、大町、茅野
長野、上田、岡谷、飯田、佐久、伊南行政組合、
諏訪中央病院組合、伊那中央行政組合

東京 8 日野
台東、
阿伎留病院企業団

青梅、町田、稲城、福生病院企業団、
昭和病院企業団

神奈川 8 平塚、大和 川崎、藤沢、小田原、茅ヶ崎、三浦、厚木

山梨 7 富士吉田、都留 甲府、大月、韮崎、北杜、上野原

茨城 2 筑西 北茨城

栃木 ― ― ―

群馬 ― ― ―

埼玉 6 春日部、草加 さいたま、川口、所沢、越谷

千葉 10 千葉、旭
銚子、船橋、木更津、松戸、鴨川、南房総、匝瑳、
君津中央病院企業団

静岡 15 富士宮 富士、藤枝、菊川
静岡、浜松、沼津、伊東、島田、磐田、焼津、袋井、湖西、
御前崎、掛川市・袋井市病院企業団

愛知 16
一宮、碧南、蒲郡、
稲沢

豊橋、岡崎、半田、豊川、春日井、津島、西尾、常滑、小牧、
新城、みよし、公立陶生病院組合

三重 8 伊勢、桑名 四日市、松阪、伊賀、尾鷲、亀山、熊野

岐阜 9 大垣、美濃 岐阜、中津川、羽島、恵那、飛 、郡上、下呂

大阪 12 柏原
吹田、泉大津、
藤井寺

岸和田、豊中、池田、貝塚、枚方、八尾、和泉、箕面

京都 4 綾部 福知山、舞鶴、京丹後

滋賀 4 高島 彦根、近江八幡、甲賀

兵庫 12 芦屋、高砂、三田
伊丹、豊岡、赤穂、西脇、宝塚、川西、加西、
公立豊岡病院組合、北播磨総合医療センター企業団

奈良 4 宇陀 奈良、大和高田、生駒

和歌山 7 田辺、橋本 御坊、有田、海南、新宮、国民健康保険野上厚生病院組合

鳥取 1 鳥取

島根 5 松江 雲南 出雲、大田、安来

岡山 9 笠岡、井原 岡山、倉敷、玉野、高梁、備前、瀬戸内、真庭

広島 4 尾道 呉 福山、三次

山口 6 下関、光 萩、美祢、周南、山陽小野田

徳島 1 徳島

香川 5 さぬき 高松、坂出、観音寺、三豊

愛媛 4 八幡浜 宇和島、西条、大洲

高知 2 四万十 土佐

福岡 6
飯塚、公立八女総
合病院企業団

北九州、福岡、大牟田、田川

佐賀 1 多久 多久

長崎 3 長崎 大村、平戸

熊本 6 天草 荒尾、水俣 熊本、山鹿、上天草

大分 1 中津

宮崎 6 小林、串間 宮崎、日南、日向、えびの

鹿児島 2 鹿児島 出水

沖縄 ― ― ―

271
(253市

・18組合)
1 9 2 1 76 183

中国
(25)

四国
(12)

九州
(25)

合　　計

会長　山田　典幸 （名寄市議会議長）

全国自治体病院経営都市議会協議会 加盟団体一覧

東北
(31)

北信越
(28)

関東
(41)

東海
(48)

近畿
(43)
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